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Ⅰ．はじめに
2012年８月に中央教育審議会（以後、中教審と略す）から＜答申＞「新
たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体
的に考える力を育成する大学～」（以後、質的転換答申、と記す）が公表
された。また、この＜答申＞に先駆けて、同年３月に同審議会大学分科会
大学教育部会から＜審議のまとめ＞「予測困難な時代において生涯学び続
け、主体的に考える力を育成する大学へ」（以後、質的転換審議のまとめ、
と記す）が発表されている。言うまでもなく、質的転換答申と質的転換審
議のまとめは、内容的には同様なものであるが、同答申は同審議のまとめ
に比べ、幾分、厳しい表現が抑えられ、発展的な未来社会の構築の可能性
を感じさせるものになっている。勿論、高等教育の関係者に及ぼす心理的
影響を見越したうえでの、用意周到な作為を感じさせるものであるが、そ
のことを分かっていても、３月に発表された同審議のまとめはかなり強烈
なショックを与えるものであった。実は、2012年には、今後の大学教育の
在り方に係る重要なプランや答申が立て続けに公表されている。前記の質
的転換答申の公表の２か月前（2012年６月）には、文部科学省（以後、文
科省と略す）から「大学改革実行プラン」が発表されている。このプラン
は、国家戦略会議が起点となり、官邸・内閣府と財務省の指針に沿って、
文科省がそれまで関係機関で取り上げられてきた大学教育に関する討議内
容や改革案を急ぎ纏めて作成した感の強いものである。また、質的転換答
申が公表された同月（８月）に、「教職生活の全体を通じた教員の資質能
力の総合的な向上方策について」（以後、教員資質向上答申と記す）が中
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教審から答申されている。教員資質向上答申は、もともと民主党のマニフ
ェストが起点となったものであるが、政権の交代によって、自民党政権下
で答申されることになったものである。大学教育に関する答申なりプラン
は、従来、文科省（あるいは文部省）の諮問機関である中教審等（臨時教
育審議会＝臨教審、大学審議会）が中心となって審議答申されることが多
かったが、その他に、大学改革実行プランのように、官邸・内閣府が起点
となる場合や、教員資質向上答申のように、政党（政治）主導の場合があ
る。また、改革案を討議立案するにあたっては二様の姿勢がみられる。一
つは、国政レベルの関係機関による指導や法的整備は、制度・仕組みとい
った枠組みに係るものに留め、改革の実践的な方策については、現場の大
学の自立性を尊重するという姿勢から、各大学に任せる場合である。他の
一つは、国政レベルの関係機関が実践的な教育内容にまで立ち入り、細か
く指導規定する場合である。従来は、各大学の自立性・自律性を尊重し、
各大学の個性溢れる教育改革の実行に期待するところが大きかったが、
2008年の中教審答申「学士課程教育の構築に向けて」（以後、学士課程答
申と記す）あたりから、教育の内容にまで細かく触れるようになった感が
強い。その典型は、学士課程答申で所謂「学士力」という呼称のもとに、
大学卒業時に修得しておくべき知識、技能、姿勢についての詳細かつ具体
的な提言、さらに今回の質的転換審議のまとめと同答申で謳われている、
学修時間の増加を求める提言を挙げることができる。抽象的な表現によっ
て、解釈に幅を持たせ、現場の大学による能動的かつ多様な（個性豊かな）
対応に任せるという姿勢から、量的な指摘にまで踏み込んで、問題点を局
所的に指摘し、国政レベルの関係機関による指導管理を強化した感が否め
ない。しかも、それ以上に強い指導を匂わせるのが「大学改革実行プラン」
である。同プランが挙げている改革事項の内容は既述したように、既に関
係審議会・委員会で討議された事項が多いが、同プランの提言で留意すべ
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き点は教育改革の期間を限定していることである。「大学改革実行期間」
と呼称される改革の期間は３期に分けられ、第１期「改革始動期（H24）」、
第２期「改革集中実行期（H25・26）」、第３期「改革検証・深化発展期
（H27-29）」と呼ばれ、「スピード感と実行力を持って取り組む」ことが求め
られている。
そこで、質的転換審議のまとめの厳しい指摘について考察を加えること
から始めたい。同審議のまとめは、平成初期から大学関係者によって大学
改革の取組みがなされていることを認めながらも、大学における教育活動
が、国民や企業、要するに社会から、さらに教育の対象者である学生や父
母から、依然として厳しい批判に立たされていることを指摘し、「このよ
うな時代（予測困難な時代）にあって、若者や学生の＜生涯学び続け、ど
んな環境においても“答えのない問題”に最善解を導くことができる能
力＞を育成することが、大学教育の直面する大きな目標となる」と説いて
いる。さらに同審議のまとめは、学士課程教育の質的転換を図る前提とし
て、「十分な総学修時間の確保を促すことが重要である」と強調する。日
本の大学生における学修時間の不足に対する指摘は、これまでも、中教審
の中間報告や答申でもなされてきたが、既述したように、従来の中間報告
や答申では、兎角、抽象的な表現で抑えられていたものが、この度は、具
体的・量的な指摘がなされている点で、大きな相違がみられる。というよ
り、むしろ国の文教政策機関が抱いている危機感を感じさせるものになっ
ている。しかも、国の文教政策の審議や立案に携わってきた委員たちの多
くが、これまでの審議のまとめや答申の姿勢と異なる点として、この度の
質的転換答申が学修時間の量的増加を求めていることを挙げていること
は、心に銘記しておきたい。例えば、同審議のまとめと同答申の審議作成
に携わった金子元久中教審委員は、これまでの大学改革が「抽象的な理念
論」か「アメリカ流の授業の＜小道具＞の導入」のレベルであったことを
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指摘した上で、この度の審議のまとめを次のように意義付ける。
今、問われているのは、学生にどのような学習を望むのか、それは
どうしたら可能なのか、という点にほかならない。［･････］この意味
で本年３月の中教審大学部会の＜審議中間のまとめ＞は、学習の端的
な量的指標としての学習時間の不足に着目し、当面の改革の目標とし
てその確保をうたっている点で、従来の中教審の報告から大きく踏み
出したものになっている1。
求められていることは、授業時間の増加ではなく、授業の事前事後の学
習時間を増加させることによって、＜主体的な学び＞の姿勢を育成するこ
とである。授業時間については、むしろ体系的な視点に立って、授業科目
の整理や教授内容の重複の是正がなされることにより、授業科目、あるい
は授業時間の削減が必要であると指摘されている2。＜主体的な学び＞によ
る学修時間の確保・増加を始点として、我が国の高等教育の質的改善を期
する文言が繰り返されているが、考えてみれば、勉学に従事する者にとっ
ては当たり前の勉学姿勢の指摘であり、それだけ我が国の高等教育におけ
る教育モラルの低下をうかがわせるものである。国の文教政策に携わる機
関がこのような入門的提言を行わなければならないほどに、我が国の教育
レベルが低下してしまっているということである。
実は、学習者に＜主体的な学び＞の姿勢を求める声、そして教員に向け
ては、学習者の＜主体的な学び＞の姿勢の涵養に通じる教授方法の研究と
その実践を求める声は、久しい以前から、国の文教政策によって、ある種
の危機感をもって発せられてきた。しかし、喫緊の課題としながらも、有
効な手立てを見出せないままに、それどころか教育的質の低下を招きなが
ら、今日に至ったというのが実情である。近年の我が国における文教政策
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について特記しなければならないことは、何よりも「ゆとり教育導入」と
「脱ゆとり教育」である。国の文教政策は、初等中等教育において、昭和
55年（1980年）に「総合学習」に代表される「ゆとり教育」を導入したが、
平成 14年（2002年）頃には「脱ゆとり」の路線変更の兆しを見せはじめ
た。「ゆとり教育」は知識の量より、学びの意欲や態度、応用力の育成を
狙ったものだが、結果的に学力の著しい低下を招いてしまった。教育改革
が目指した目的は評価できるものであったが、教育方法論の選択・実践化
において決定的な読み違いがあったとかしか云いようがない。机上で教育
論を組み立てる教育学研究者や文教政策者における現状認識の不足（甘さ）
が、露呈してしまった感がある3。筆者は高等教育に携わる者であるので、
置かれている立場から所見を披瀝するならば、国の文教政策において、何
よりも、高等教育におけるユニバーサル段階の負の要素を読み切れなかっ
たとしか云いようがない。高等教育を受ける者が増加すること自体は、喜
ばしいことである。しかし、事はそう単純なものではなかった。経済事情
の悪化に起因する就職難を大きな要素のひとつに挙げることができるが、
学力的に、あるいは学びの姿勢の点でも、高等教育を受ける準備が整わな
いままに、高等教育機関に籍を置く者の比率が増加している。そこには、
高等教育就学者数の激減に経営的に対処するために、国公立大学とか私立
大学とかの如何を問わず、高等教育機関が学生の確保に血眼にならざるを
得ないという事情もある。しかし、何よりの悪因は「ゆとり教育」の方法
論的読み違いにある。人間の心に潜む負の側面を読めなかったのだろうか。
兎に角、初等中等教育における学習事項の極端な削減が、学ぶ者において、
他律的な学習から自律的な学習への転換を生むことにはならなかった。勿
論、単に学習事項の削減を行って、学習者の時間的・労力的な負担の軽減
を図っただけでなく、総合科目の試行にうかがえるように、教授方法の改
善が試みられたことは確かである。しかし、学習者の時間的・労力的な負
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担の軽減が、主体的な学習姿勢の涵養に必ずしも結びつかなかった。そし
てこの初等中等教育における政策的な読み違いが、当然の結果として、高
等教育における質的な低下というか、学修モラルの低下を招いてしまって
いる。この度の質的転換審議のまとめであれ、質的転換答申であれ、要す
るに、＜自ら進んで勉強しなさい＞ということであり、我が国の文教政策
を大きく左右する審議会から、このような提言がなされたこと自体が、慙
愧の極みである。しかも、先に大学進学率が上昇していることに触れたが、
OECDの調査によると4、現在では、各国に比べ、我が国の大学進学率は決
して高いと云えないことである。この調査では大学就学者の質的比較はな
されていないが、国際比較において、我が国の大学進学率が決して高いと
は云えないならば、我が国の高等教育におけるユニバーサル段階云々とい
う論議には、何か教育の本質的なものに係わることが避けられているか、
見落とされている気がしてならない。
そこで、近年における我が国の文教政策、特に高等教育政策の流れを概
観し、このような、腹蔵なく言えば、情けない提言がなされることになっ
た要因を探り出したい。因みに、21世紀における我が国が、成熟社会、少
子高齢化社会、情報化社会、グローバル化社会と捉えられ、21世紀の我が
国の青年たちが、前世紀にも増して、「予測困難な」国家的・地域的存在
かつ国際的存在、そして自然内的存在であることを免れず、それだけに主
体性をもって学び、生き抜く力を身につけなければならないということは、
近年の我が国の文教政策審議会、例えば、中教審や日本学術会議における
一致した認識である。
Ⅱ．平成10年（1998年）大学審議会＜答申＞「21世紀の大学像と今後の
改革方策について－競争的環境の中で個性が輝く大学－」
21世紀を目前にした平成 10年（1998年）10月に、大学審議会は＜答
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申＞「21世紀の大学像と今後の改革方策について－競争的環境の中で個性
が輝く大学－」（以後、21世紀答申と略す）を公表した。この答申の特色
は、高等教育における活性化を図るために、自由競争の原理を導入し、諸
制度の規制緩和の提言を行ったことにある。規制緩和という施策は、当時
の小泉政権が十八番とするところであるが、いよいよ教育の現場でも、生
き残りを賭けて、かつ更なる発展を目指して、所謂生存競争が始まったわ
けである。就中、大学の設置認可の在り方に関する見直し、明確化が進め
られたことは、高等教育の現場にプラスとマイナスの両様の影響を及ぼす
ことになる。大学の自主自立性を尊重し、高等教育の豊饒化、多様化を図
ったものであり、確かに短期大学の大学への改組にみられるように、４年
制大学教育の普及の流れを生むことになったが、しかし大学の粗悪乱造を
招いてしまった感も否めない。答申の文言を字句通りに解釈すれば、「知
の再構築が求められる時代」にあって、高等教育の改革、つまり「大学等
の多様化・個性化の推進」と「国際的通用性」が目指されたのだった。答
申が意図するところは、規制緩和による多様な質的向上を狙ったものであ
るが、それはまた自由競争の激化の裏返しであり、既述したように、教育
の分野においても、各大学が生き抜くことを賭けた競争の時代に入ったこ
とを意味する。改革実現のための基本理念として、ⅰ）課題探求能力の育
成、ⅱ）大学の自律性の確保、ⅲ）大学の組織運営体制の整備、ⅳ）多元
的な評価システムの確立が挙げられている。課題探求能力の育成について
は次のような提言がなされている。
今後、高等教育においては、「自ら学び、自ら考える力」の育成を
目指している初等中等段階の教育を基礎とし、「主体的に変化に対応
し、自ら将来の課題を探求し、その課題に対して幅広い視野から柔軟
かつ総合的な判断を下すことのできる力」（課題探求能力）の育成を
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重視することが求められる5。
なお、高等教育における規制緩和へ向けての動きとユニバーサル段階の
開始に伴って、卒業時の質の保証が求められ、ⅰ）学部教育においては
「教養教育の重視」6と「教養教育と専門教育の有機的連携の確保」が提言
され、課題探求能力を備えた人間性豊かな人材の育成を目指す教養教育の
理念・目標の実現のために、全学的な実施・運営体制の整備が求められ、
かつ専門的素養（専門分野の基礎・基本学力）のある学生の育成が求めら
れている。教養教育を全学的な体制のもとに実施運営することを求める提
言は、やがて全国的な教養部改組の波を生むことになる。教養部改組の成
果については、今後、学的考察が一層なされてゆくことと思われるが、各
大学の動向を見る限り、教養部組織に代わって、一時期、各学部に教養教
育の実施運営が託されたこともあったが、現在では教養教育（共通教育）
の実施運営にあたる責任部署として、教育センター等の組織化が各大学で
相次いでいる。確かに、教養部組織と教育センター組織が行っている教育
的業務内容には大きな開きがあり、現行の教育センター組織は、以前の教
養部組織にも増して、教育学的な研究に基づいて、教授方法やカリキュラ
ム編成、学修支援等の実践的な教育に係る事柄の改善工夫に努めている。
因みに、教養教育の理念・目標として掲げられている同答申の文言を次に
示しておきたい。
学問のすそ野を広げ、様々な角度から物事を見ることができる能力
や、自主的・総合的に考え、的確に判断する能力、豊かな人間性を養
い、自分の知識や人生を社会との関係で位置付けることのできる人材
を育てる。
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次に、専門教育の見直しとして、学部段階の専門教育については、ⅰ）
基礎・基本の教育を重視し、他の関連諸科学との関連の中に立って自己の
立ち位置を把握できる能力の育成に努めることが求められ、ⅱ）専門教育
の更なる質的向上については大学院教育に託され、大学院教育の充実が強
調されている。さらに、ⅲ）教育研究システムの柔構造化による高等教育
の活性化が求められるとともに、それを指導する組織運営体制（あるいは
その責任者としての学長）のリーダーシップの重要性が指摘され、またそ
のことは、組織運営体制（学長）の権限強化を容認するものでもあり、そ
してⅳ）大学の自主性・自律性が尊重されるとともに、教育研究の実を上
げるための運営とその改善努力の成果を評価するために、自己評価システ
ムと第三者評価システムの構築が義務付けられた。特に、第三者評価シス
テムの構築は、外部組織が大学の教育研究の運営を評価し、かつ指針を垂
れることを意味し、大学の自主独立性との兼ね合いからも微妙な、ただし
教育研究の質を確保保障するためには必要な方策である。確かに、第三者
評価システムの評価に対応するために、多大の労力の行使が必要とされる
が、所属する高等教育機関の組織運営の在り方や教育成果について改めて
検討を加え、改善に着手する契機になっている。特に、私立大学はもとよ
り、国立大学も独立法人制の導入以後、経営経費の確保と効率化が重要な
案件になっており、教育機関としての本来の使命を亡失した浅薄な経費削
減策の施行を防ぐためにも、第三者評価機関による評価は相応の成果を挙
げていると云えよう。ただし、評価する機関も評価を受ける大学も、評価
慣れしてしまい、評価そのものが形骸化する恐れもある。外部評価であれ、
内部評価であれ、PDCAサイクルに沿った運用が求められる。
また、同答申は教育的質を確保するための改善策を具体的に列挙してい
るので、次に挙げておく。ⅰ）単位制度の実質化を図る授業の設計と教員
の教育責任、ⅱ）成績評価基準の明示と厳格な成績評価の実施、ⅲ）履修
－ 145 －
大学教育改革の歩み
科目登録の上限設定と指導、ⅳ）教員の教育内容・授業方法の改善（ファ
カルティ・ディベロップメントFDの実施）、ⅴ）教育活動の評価の実施
（自己点検・評価や授業評価の実施）。これらの方策を見ると、現行の高等
教育が孕む課題が既に指摘されていることが分かる。逆を言えば、現行の
高等教育は十数年前に指摘された課題をいまだに解決できずにいることに
なる。
Ⅲ．平成12年（2000年）大学審議会＜答申＞「グローバル化時代に求め
られる高等教育の在り方について」
当該の大学審議会は平成11年11月に文部大臣から「グローバル化時代
に求められる高等教育の在り方について」の諮問を受け、丁度一年後の平
成12年11月に答申を纏めたのだった。諮問を受けてから一年後の答申発
表という、比較的短い期間で審議を纏めたことになる。平成11年６月のケ
ルンサミット、平成12年４月のG8教育大臣会合、そして７月に九州・沖
縄サミット（第 26回主要国首脳会議）で、21世紀の世界がグローバル化
の急速な進展と科学技術の「爆発的な」進歩の影響を否応なしに受けるこ
とになり、教育と学習の在り方の根本的な改革が変化著しい世界に対応で
きるパスポートであることが共通認識として確認されたのだった。そこで、
我が国の教育機関、特に高等教育機関には、次のように、国際的な通用性
の向上と国際競争力の強化を念頭においた教育システムの改革を目指すこ
とが求められたのだった。
１．グローバル化時代を担う人材の質の向上に向けた教育の充実
２．科学技術の革新と社会、経済の変化に対応した高度で多様な教育研
究の展開
３．情報通信技術の活用
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４．学生、教員等の国際的流動性の向上
５．最先端の教育研究の推進に向けた高等教育機関の組織運営体制の改
善と財政基盤の確保
「１．グローバル化時代を担う人材の質の向上に向けた教育の充実」につ
いてでは、文化の多様性を尊重し、地球社会の一員として、豊かな教養と
専門的知識の形成が提言され、課題探求能力、論理的思想力、コミュニケ
ーション能力の育成、情報リテラシー、科学リテラシーの向上が求められ
る。そのための方策として、柔軟な教育システム、例えば、入学後一定期
間をおいて、専門コースを決定したり、「学部学科の枠を越えた横断的な
教育課程」、現在で云うところの共通教育の概念に沿う教養教育、あるい
は各大学の教育理念・目標に基づく特色ある教養教育の構築が謳われてい
る。また21世紀答申でも提言された、厳格な成績評価、秋季入学、セメス
ター制の活用、オフィスアワー、アドバイザー制、ボランティア活動等の
社会活動の単位化、教員評価、FDの実施、自己点検・評価、学生による授
業評価等を、学長のリーダーシップのもとに、運営組織の強化を含めた形
で、実践に移されることが提言されている。
「２．科学技術の革新と社会、経済の変化に対応した高度で多様な教育研
究の展開」については、科学技術の進展著しい世界に伍してゆける教育研
究を展開するために「大学院の教育研究の質的向上と創造性・独創性豊か
な若手研究者の育成」が求められている。また柔軟な教育プログラムの編
成により、学生の多様な学習ニーズ（単位互換）に応じ、かつ社会人の学
び直し（生涯学習）のニーズに対応することも提言されている。
「３．情報通信技術の活用」についでは、「人間関係の希薄化や情報モラル
の問題」を念頭においたうえでの情報通信技術の的確な活用が求められて
いる。インターネットをはじめとする情報通信技術を教育に援用すること
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が提言され、電子メールによる教員と学生間の双方向的教育、遠隔授業を
生かした通信制教育、授業外教育への援用等が挙げられ、しかも日本に限
定することなく、まさに地球規模での多様な知識のやり取りが奨励されて
いる。
「４．学生、教員等の国際的流動性の向上」についてでは、学生であれ教
員であれ、できるだけ若いうちに異文化体験をさせることにより、一層進
展すると予想されるグローバル化に対応可能な人材の育成が求められてい
る。そこで、方策として、日本人学生や若手教員の海外派遣や留学生の受
け入れの推進が提言されている。さらに、短期留学、海外でのインターン
シップ体験等の単位化（単位互換制度）、留学の事前・事後のフォローア
ップが求められている。
「５．最先端の教育研究の推進に向けた高等教育機関の組織運営体制の改
善と財政基盤の確保」についてでは、学長のリーダーシップの下に組織運
営を改善強固なものにして教育改革を推進することが求められている。特
に、私立大学が建学の精神に基づいた特色ある教育を実現するためには、
理事会と教学組織の役割分担の明確化と連携協力の強化が改めて指摘され
ている。また、教員の教育研究力を向上させるために、教員の流動性が不
可欠とされ、任期制の導入、公募制の実施、自大学出身者の採用率の上限
設定、助手の継続的採用の規制等が挙げられている。
高等教育における改革改善、特に教育改革が近年十余年の間に大きく前
進していることを評価しつつ、なお社会、企業からは厳しい目で見られて
いることを挙げ、「大学は、グローバル化、科学技術の爆発的進歩という
新たな事態に対応して、国際的な水準を視野に入れつつその教育（研究）
活動の質的向上を図らなければならない」と結ばれる。２年前に公表され
た21世紀答申に比べ、その改革理念を継承するかたちで、しかもより具体
的な教育方策が挙げられている答申である。
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Ⅳ．平成14年（2002年）中教審＜答申＞「大学の質保証に係る新たなシ
ステムの構築について」
平成13年４月に文部科学大臣から「今後の高等教育改革の推進方策につ
いて」の諮問を受けた当該の審議会は、平成14年８月に＜答申＞「大学の
質保証に係る新たなシステムの構築について」を発表した。あらゆる分野
において、と云ってもよい、しかも地球規模でのグローバル化、ボーダレ
ス化が進展し、国際的な競争と国際的な協力が必要とされる時代が到来し、
国際的通用性と国際的競争力の強化を目指し、欧米諸国では、国の共通の
施策として大学評価の整備充実に取り組んでいるという認識の下に、我が
国でも大学の質保証を重点的に整備しようとしたものである。またこれは、
平成10年の21世紀答申と平成12年のグローバル化答申の答申内容を引き
継いだものとも云える。勿論、既に、大学の教育研究の質保証については、
国による大学設置認可制度と、各大学における自己点検・自己評価、そし
て第三者評価機関による審査によって一定の質保証が担保されていること
を認めながらも、一層の充実を図ろうとするものである。特に、（１）設
置認可の在り方の見直しと（２）第三者評価制度の導入に論点が絞られて
おり、基本的な考え方は、大学設置の事前規制の一層の緩和を図るととも
に、事後評価の強化を行うことにある。教育現場の大学の自立性・自律性
を尊重し特色ある教育機関を育成し、高等教育の質的多様化と質的向上を
目指すものと云えよう。
「（１）設置認可の在り方の見直し」については、①「現在授与している学
位の種類・分野を変更しない範囲内で組織改編する場合」は届出制とし、
②「新たな種類・分野の学位を授与するための組織改編の場合は」認可制
にするというものである。また、大学、学部の設置に関しては抑制方針を
基本的に撤廃するとしながらも、特定の分野、医師、歯科医師、獣医師、
教員及び船舶職員の養成に係わる教育機関については、引き続き抑制策を
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取るというものである。
「（２）第三者評価制度の導入」については、「より客観的で透明性に高い
第三者評価」を実施することによって、大学設置の事前規制が最低限に留
められることによる弊害を回避しようとするものである。国の認証を受け
た評価機関による審査を、定期的に受けることを各大学に義務付け、各大
学はその評価結果に基づき、改善努力を続け、社会に対して高等教育機関
としての責任を明確にすることが求められる。認証機関として、現在は、
大学基準協会と日本高等教育評価機構、短期大学基準協会がある。さらに、
日本技術者教育認定機構（JABEE）のような分野別の第三者評価機関の構
築も、将来構想として要請されている。
また、違法状態にある大学に対する措置も検討され、①改善勧告、②変
更命令、③特定組織のみを対象とした認可取り消し措置、④大学閉鎖命令、
という４段階にわたる措置が規定されている。さらに、大学は公共的な機
関としての責務から、教育研究活動、財務状態、認証評価機関による評価
結果を発信し、社会から信頼・支持を受けるように努めることが要請され
ている。
Ⅴ．平成17年 （2005年）中教審＜答申＞「我が国の高等教育の将来像」
次いで、平成17年（2005年）１月に答申「我が国の高等教育の将来像」
が公表された。同答申は、21世紀の我が国社会を、知識・情報・技術があ
らゆる領域で重要性を増す「知識基盤社会（knowledge-based society）」で
あると捉え、高等教育に「21世紀型市民」の育成を託すものとなっている。
因みに、21世紀型市民とは、知識基盤社会の維持と発展を担うべく、先見
性・創造性・独創性に富んだ指導的人材であり、専門性のみならず、「幅
広い教養」「高い公共性・倫理性」を兼備し、時代の変化に合わせて社会
を変革してゆく資質を有する人材を指しており、平成 20年（2008年）の
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学士課程答申で提言される学士力の概念を先取りするものになっている。
しかも、大学の使命として、教育と研究が両輪とされるのに加えて、「社
会貢献」の重要性が謳われ、大学の「第三の使命」として捉えられている。
勿論、有能な人材の育成や、科学技術や医療技術等の開発が長期的な視点
では社会貢献に当たることは当然だが、ここで求められている事柄は、公
開市民講座や産学官連携等による、より直接的な社会貢献のことである。
高等教育の危機は社会の危機に通じるとまで捉えられ、高等教育が社会の
形成維持と密接に関わる時代の到来が示唆されている。即ち、高等教育機
関は象牙の塔ではなく、社会に開かれた教育研究の場であることが強く求
められている。
次いで、18歳人口の動向が、これまでになく詳細に分析されている。確
かに、大学入学者数の激減は、大学、特に私立大学にとって、存続にかか
わる大事である。そこで、答申の内容に沿って、18歳人口の変遷を図表に
纏めておきたい。
しかも、平成15年度以降は、大学の活性化を図るために大学間の自由競
争に任せるとの趣旨から、抑制（規制）方針が基本的に撤廃され、「高等
教育計画の策定と各種規制」の時代から「将来像の提示と政策誘導」（＝
競争原理）の時代に入ったことが示唆されている。抑制方針が例外的に継
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平成４年度（1992年度）
平成11-15年度（1999-2003年度）
平成16年度（2004年度）
平成21年度（2009年度）
平成22-平成32年度（2010-2020年度）
250万
150万
141万
121万
120万
　18歳人口（人）
続されているのは、医師、歯科医師、獣医師、教員、船舶職員の養成に係
わる分野であり、本学が係わる薬剤師の分野は含まれておらず、私立薬系
大学あるいは薬学部の増設が相次いだことはわれわれの記憶に新しい。日
本における私立薬系学部・大学数は29校である状況が久しく続いたが、数
年を経ずして一挙に、倍の校数に増加したのだった。
さて、各大学は生き残りを賭けて、特色を出すことが求められ、特色あ
る大学教育を構築するための指針として、大学に対して下記のような機能
別分化が提言されている。
・大学の機能別分化
①世界的研究・教育拠点
②高度専門職業人養成
③幅広い職業人養成
④総合的教養教育
⑤特定の専門的分野（芸術・体育）の教育・研究
⑥地域の生涯学習機会の拠点
⑦社会貢献機能（地域貢献、産学官連携、国際交流等）
さらに、学習機会全体の中での高等教育の位置づけに対する認識の必要
性が指摘される。しかし、初等中等教育で実施されている「ゆとり教育」
については、「生きる力」（確かな学力、豊かな人間性、健康・体力）が育
成されていると云った肯定的な発言がなされ、学習項目の極端な削減によ
る学力の著しい低下については言及されておらず、審議会と教育現場との
乖離を露呈したものとなっている。むしろ、高等教育における学力の低下
は、急激な少子化に対する大学入学者選抜機能の不適応、高等教育の大衆
化（ユニバーサル段階）、そして高等学校までの段階での学習内容の質的
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確保を伴わない多様化によるものとされている。さらに、高等教育と初等
中等教育との接続教育の必要性が指摘されている。さて、同年齢の若者人
口の過半数が高等教育を受ける時代となり、所謂高等教育のユニバーサル
段階の突入が指摘され、高等教育における量的側面での課題が果たされた
と解釈され、今後の課題として、ユニバーサル・アクセス、つまり学習者
の意志や希望に沿った学習機会の開設が重要な問題になるとされる。今後、
豊かな人生を送るために生涯学習の需要が増大し、社会人が高等教育機関
で学ぶ機会の確保が必要であると捉えられている。この提言に沿う形で、
現在では、大学院での学習コースとして、社会人入学コースが定着し、大
学卒業後の学習機会の確保が整えられているとともに、激減する所謂18歳
就学者に代わる就学者確保の方策となっている。
また、学士課程教育の概念規定がなされる。曰く「今後は、教育の充実
の観点から、学部や大学院といった組織に着目した整理を、学士・修士・
博士・専門職学位といった学位を与える課程中心の考え方に再構築してい
く必要があると考えられる。」他の箇所では「学位を与える課程」の後に
「（プログラム）」という文言が補足されている。つまり、学士課程教育と
は、後述するディプロマ・ポリシーに従って、学位「学士」を与える教育
課程＝教育プログラムに則った教育の在り方を指す。この学士課程教育は、
教養教育と専門教育を綜合する教育的視点から、21世紀型市民の育成を共
通の目標とし、かつ市民や就学者の多様な要請に沿うべく、多様な教育形
態をもち、また教育内容の充実化のために、分野ごとのコア・カリキュラ
ムの作成が提言されている。さらに、各大学には個性・特色を社会に明示
することが求められ、３つのポリシー、つまりアドミッション・ポリシー
（入学者受け入れ方針）、カリキュラム・ポリシー（教育の実施の方針）、
ディプロマ・ポリシー（卒業認定や学位授与の方針）の開示が義務付けら
れる。教養教育と専門教育について明確化されていることも、本答申の特
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色である。特に、教養教育については、国際化や科学技術の急速な進歩を
伴う社会の変化に対応可能な統合された知の基盤の教授が求められ、「専
門分野の枠を超えて共通に求められる知識や思考法等の知的な獲得や、人
間としての在り方や生き方に関する深い洞察、現実を正しく理解する力の
涵養」が要請されている。この教養教育の概念についての規定は、戦後の
学制改革後から用いられてきた一般教育という名称に代えて、やがて共通
教育という名称が用いられることになる要因である。さらに、教養教育に
携わる教員に高い教育力が求められるとしたうえで、次のような示唆に富
んだ言葉が述べられているので、特に記しておきたい。
教員は教育のプロとしての自覚を持ち、絶えず授業内容や教育方法
の改善に努める必要がある。入門段階の学生にも高度な知識を分かり
やすく興味深い形で提供したり、学問を追究する姿勢や生き方を語っ
たりするなど、学生の学ぶ意欲や目的意識を刺激することも求められ
る。
さらに、高等教育の質の保証として、認証機関による第三者評価のシス
テムの充実とともに、自己評価活動の一環として、ファカルティ・ディベ
ロップメント（FD）とスタッフ・ディベロップメント（SD）の制度化が
提言されている。また、従来の「教授―助教授―助手」といった職域の区
分に代わって、職務内容や国際的通用性の観点から「教授―准教授―助教」
いった職域の設定が提言され、准教授は「学生を教授し、その研究を指導
し、又は研究に従事する」と解され、従来の位置づけにみられた教授の補
佐的業務に従事することよりも、自立した教育研究活動を展開することが
求められている。このことは、比較的若い年齢層の能力を引出し、教育研
究活動に活性化と向上化をもたらそうとするものである。そして助教は
－ 154 －
松山　雄三
「教育・研究の補助を主たる職務とする」と位置付けられている。
Ⅵ．平成20年（2008年）中教審＜答申＞「学士課程教育の構築に向けて」
平成20年（2008年）12月には、中教審から＜答申＞「学士課程教育の
構築に向けて」が公表される。同答申は、平成 17年度（2005年）に答申
された「我が国の高等教育の将来像」で提言された「学位を与える課程
（プログラム）中心の考え方」に沿って、学位「学士」を授与する課程教
育を学士課程教育と呼び、教育のプログラムの充実を図る意図のもとに纏
められている。大学を取り巻く環境分析は、これまでの答申と同様に、我
が国の現状をグローバル化する知識基盤社会、学習社会と捉え、１．「21
世紀型市民」の育成、２．国際的通用性に対応可能な教育の質的確保、３．
高等教育入学者のユニバーサル化を迎え、教育の質を保証するシステムの
再構築、かつ職業人としての基礎能力の育成と創造的な人材の育成、４．
教育の質的向上のために、大学間の協働の構築・強化を喫緊の課題とする
ものである。しかも、従前の答申は、大学の個性化・特色化を進めて高等
教育の多様化を図るために、規制緩和、換言すれば自由競争を推奨するも
のであったが、本答申は規制緩和が大学の粗悪乱造を招きかねず、また競
争の激化によって閉鎖的退行化が生じかねないとの危惧を呈し、高等教育
機関に、健全な競争と知的共同体の形成、個性化・特色化に伴う多様化と
国際的通用性の観点からの標準化を求めている。競争と協同、多様性と標
準性の調和のもとでの発展という21世紀の政治・経済・社会構造が抱える
課題が、教育の分野でも取り上げられることになる。
さらに、同答申は学習成果（アウトカム）、つまり「何を教えるか」よ
りも「何ができるようになるか」を重視しなければならないことに言及し、
グローバル化する知識基盤社会と学習社会においては、知識の獲得に加え
て、（１）知識の活用能力や創造性、生涯学習能力の育成、（２）学位の透
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明性、同等性、（３）個人の学習や訓練、知識・能力等を証明するシステ
ムの確立、（４）職業人としての基礎能力の育成を提言する。しかも、同
答申の特色は、21世紀型市民の形成に資するために、学士課程で育成する
能力を「学士力」と明記し、教育内容と方法について具体的かつ詳細に指
針を与えていることにある。高等教育に携わる者にとって、学士力の内容
については周知の事柄であるが、現在そして近未来の高等教育において重
要な基本概念であるので、改めて次に転記しておきたい。
＜学士力＞
１．知識・理解
専攻する特定の学問分野における基本的な知識を体系的に理解する
とともに、その知識体系の意味と自己の存在を歴史・社会・自然と関
連付けて理解する。
（１）多文化・異文化に関する知識の理解
（２）人類の文化、社会と自然に関する知識の理解
２．汎用的技能
知的活動でも職業生活や社会生活でも必要な技能
（１）コミュニケーションスキル
（２）数量的スキル
（３）情報リテラシー
（４）論理的思考力
（５）問題解決力
３．態度・志向性
（１）自己管理力
（２）チームワーク、リーダーシップ
（３）倫理観
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（４）市民としての社会的責任
（５）生涯学習力
４．統合的な学習経験と創造的思考力
これまでに獲得した知識・技能・態度等を総合的に活用し、自らが
立てた新たな課題にそれらを適用し、その課題を解決する能力
さて、本論の始点は、平成 24年（2012年）８月に公表された答申で学
修時間の増加が提言されたことに対する一種の教育的危機感にあるが、平
成 20年（2008年）の答申でも既に、我が国の学生に見られる学修時間の
減少に対する指摘がなされている。第２章「学士課程教育における方針の
明確化」の第２節「教育課程編成・実施の方針について」の２「単位制度
の実質化」において、最初に「（１）現状分析と課題」で、アメリカや我
が国の大学教育のシステムが単位制度を採用しており、この傾向は欧州の
高等教育にも顕著な影響を及ぼしていることが言及され、さらに平成12年
（2000年）の内閣府の調査に基づいて、我が国の学生の学修時間の不足が
指摘され、学習成果達成の視点からも単位制度の実質化が求められる。勿
論、シラバス、セメスター制、キャップ制、GPA（Grade Point Average）
等の諸々の手法の導入が試みられていることを認めながらも、単位制度が
意味するところの理解が、教授サイドでも学生サイドでも、十分にはなさ
れていないと指摘される。しかも、改善方策として、シラバスの表記事項
や多様な単位科目の例を挙げるなど、具体的な取組みを明示しており、国
の文教政策機関の指導姿勢の変更、つまり現場の大学の自主的な教育改革
の試みにのみ任せるのではなく、教育の内容にまで踏み込んだ具体的な指
導の実施、そして他方で、補助金や法制化による縛りをちらつかせながら、
スピード感のある教育改革の断行を目指すという方策の変更がうかがえ
る。
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Ⅶ．平成24年 （2012年）中教審＜答申＞「新たな未来を築くための大学
教育の質的転換にむけて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する
大学～」
平成24年 （2012年）８月に、中教審から「新たな未来を築くための大
学教育の質的転換にむけて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する
大学～」が答申された。同答申は、従来の中教審答申の現状分析と同様に、
グローバル化や情報化の進展、少子高齢化社会の到来を指摘したうえで、
従前にも増して、政治、経済、社会、文化等、多方面にわたり構造的変化
に直面し、「個人にとっても、社会にとっても将来の予測が困難な時代が
到来しつつある」と我が国のおかれている現状を分析する。（因みに、我
が国未曾有の災害である東日本大震災に関しては、同答申中、僅か一行足
らずの言及に過ぎないことも付言しておく。）このような現状分析に立っ
て、同答申は、21世紀を生き抜く力を学生に育成するために、学士課程教
育の質的転換を以前にも増して強く求める。しかも、同答申の審議作成に
あたっては、中教審委員による検討のみならず、学生や大学の教職員、経
済人、高等学校関係者等にも意見を求め、また客観的なデータに基づいた
分析が行われた旨が告げられ、その例示として、全国各地の12大学におけ
る大学教育改革フォーラムの開催や全国学長・学部長対象のアンケート調
査、パブリック・コメントによる意見収集が挙げられる。確かに、同審議
会が教育現場の実情に基づいて改革案の作成に取り組んだことは、教育改
革の例示として、具体的な大学名を挙げて（国際基督教大学、金沢工業大
学、国際教養大学、筑波大学等）、それぞれの特色的な実践例を示してい
ることからもうかがえる7。
さて、予測困難な時代にあって、初等中等教育と高等教育はそれぞれの
役割分担によって教育に努めることが求められ、特に高等教育には、学位
プログラムに沿って、具体的な学習成果中心の観点から教育の在り方全体
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を見直すことが、学士課程答申と同様に、提言される。また社会的存在と
しての立ち位置を認識し、協調性のある市民としての使命を果たすために
倫理的・社会的能力を身につけ、予測困難な時代にあって、的確な判断を
下せるように教養・知識・経験を育むことが求められ、そして同答申の主
たる提言は、教育改革、就中、主体的な学びの姿勢の確立を喫緊の教育課
題として挙げ、そのために、学修時間の増加確保を強く要請していること
にある。
本審議会は、学生の主体的な学びを確立し、学士課程教育の質を飛
躍的に充実させる諸方策の始点として、学生の十分な質を伴った主体
的な学修時間の実質的増加・確保が必要であると考えた。
そこで、主体的な学修を促すために教育内容と方法の工夫が以前にも増
して強く求められる。学士課程教育の質的転換の方策として、１.教育課程
の体系化、２．組織的な教育の実施、３．授業計画（シラバス）の充実、
４．全学的な教学マネジメントの確立が提言される。１．教育課程の体系
化とは、教育プログラムが目指す教育成果をあらかじめ明示し、プログラ
ム全体の中で果たすべき個々の授業の立ち位置を分かりやすく示すことで
あり、２．組織的な教育の実施とは、体系的な教育プログラムに則り、他
の教員と協力し合いながら組織的に教育に当たることであり、３．授業計
画（シラバス）の充実とは、シラバスが単なる概説的な講義カタログでは
なく、授業の工程表として機能するように整備作成されることが求められ、
さらに、４．全学的な教学マネジメントとは、学長・学部長のリーダーシ
ップのもとに、組織をあげて教育改革に早急に取り組むことが強く要請さ
れる。
また、大学生の学修時間の減少傾向に大きく係わる事柄として、高校生
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の学習時間が減少傾向にあることが指摘され、そして大学入学者選抜にお
ける機能低下が取り上げられる。大学入学時における学力の低下、加えて
学習意欲の低迷は度々指摘されてきた事柄であり、その原因に「ゆとり教
育」の弊害が挙げられていること、また経済的な格差社会の進行による弊
害を指摘する論説も発せられていることについては既に述べたが 8、さら
に大学全入時代を迎え、大学入学者選抜の実施方法の多様化、腹蔵なく言
えば、各大学は定員確保のために、入学認定の様々な評価方法を採り入れ
ていることも、大きな負の要因に数えることができる。平成25年11月に、
政府の教育再生実行会議によってセンター試験をはじめ、教育改革案が示
されたことは、大学入学者選抜方法の見直しを促すものであり、また国の
主導による教育改革の推進を改めて思わせる。センター試験改革の主たる
事柄は、成績を一点刻みではなく、段階別、ランク別に表示するというも
のであり、加えてTOEFL等の検定試験の活用を模索していることである。
その他、高校生に基礎学力を問う試験を実施し、AO入試や推薦入試に活
用の道を開くというものである。中教審で具体的な法制度の整備がなされ、
実施は数年後が見込まれている。
さらに、主体的な学修姿勢を育成するために、学修支援環境の整備充実
が求められる。きめ細やかな学修支援にあたるスタッフ、専任教員数、快
適で利便性の高い学修の場としての図書館、奨学金、寮や学食等キャンパ
ス環境の整備充実に努めることが提言される。しかも、文科省に対しては、
各種補助金配分の際の参考資料の一つとは表しているものの、前記の学修
支援環境の整備充実の実態を評価したうえで、補助金配分を決めることが
要請される。
また、高等学校教育と高等教育の接続や連携の実情に対して疑念が呈さ
れ、さらに就職活動の早期化・長期化の結果、学生の主体的な学修が阻害
されている実情も指摘される。
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当該の答申は、学士課程答申を実行性のあるものにするために、ディプ
ロマ・ポリシーに則ったプログラムとしての学士課程教育を通じて教育の
再構築を図るものであり、その教育改革の始点として主体的な学びの姿勢
の涵養、具体的には学修時間の増加が強く求められており、その教育方策
がかなり具体的に挙げられ、しかも、教育成果や教育評価の可視化が要請
される。「研究という営みを理解し、実践する教員が、学生の実情を踏ま
えつつ、研究の成果に基づき、自らの知識を統合して教育に当たることは
大学の責務である」と説かれていることを特に記しておきたい。
Ⅷ．まとめ
グローバル化と情報化が進む知識基盤社会と云われる21世紀に入り、21
世紀を単に生き抜くのみならず、21世紀の世界をリードする国を築き上げ
るために、国レベルの先導によって我が国の教育改革が推し進められてい
る。特に、安倍内閣（平成24年12月26日発足）は、政治的に、経済的に、
そして文化的に混迷を続ける21世紀の世界をリードできる日本の構築を目
指し、我が国の教育再生を重要課題の一つに挙げ、教育改革を推進するた
めに、諸会議・委員会を立ち上げ対処している。内閣発足にあたって、教
育再生担当大臣が指名され、翌月（平成25年１月15日）には内閣総理大
臣直属の諮問機関である「教育再生実行会議」が官邸に設置され、第183
回国会における総理大臣施政方針演説では、大学の再生こそが国力の再生
に通じるものである旨の所信が表明され、さらに前記国会で下村文科省大
臣の所信表明では、「大学力」は国力そのものであるという内閣の共通認
識に基づいて、質・量ともに充実した大学改革を推し進めてゆく旨が明ら
かにされている。しかも、教育内容や授業の改善、質保証のためのシステ
ムの改善といった改善項目までが挙げられ、さらに改善の進捗・成果状況
によって資源配分を決定する旨が明言されている。その他にも、「産業競
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争力会議」（平成25年１月発足）の調査審議、や「若者・女性活躍推進フ
ォーラム」（平成25年２月以降、全８回開催）の開催、「自民党教育再生実
行本部」（平成24年10月発足）の提言、「「大学設置認可の在り方の見直し
に関する検討会」（平成24年11月設置）の報告、日本再興戦略」（平成25
年６月）や「第２期教育振興基本計画」（平成 25年６月）等の閣議決定、
文科省「大学改革実行プラン」（平成24年６月）の作成発表、中教審「質
的転換答申」の提言（平成24年８月）等にみられるように、総理大臣直属
の機関や閣議、文科省、文科省諮問機関、政党（特に、現行では自民党）
をあげて、教育改革、特に大学における教育改革の迅速かつ具体的な実行
が強く求められている。
本論においては、大学の教育改革に係わる中教審答申、21世紀答申（平
成10年）、将来像答申（平成17年）、学士課程答申（平成20年）、そして質
的転換答申（平成24年）を中心に、国や社会（学生、市民、企業）から求
められている大学の教育的在り方について考察を加えてきた。21世紀を迎
えるにあたって、21世紀をグローバル化と情報化が急速に進む知識基盤社
会と予想し、一方で、我が国の社会状況をⅰ）不透明な時代、ⅱ）地球規
模での協調・共生と国際競争の激化、ⅲ）少子高齢化の進行と、生産構造
や雇用形態の変化、ⅳ）職業人の再教育、生涯学習の需要と捉え9、知の再
構築が求められる時代の到来と解されたのだった。そしてあれから十数年
を経た現在、我が国の社会状況は、未曾有の天災かつ人災である東日本大
震災に襲われたほかに、予想以上に厳しい構造的変化に見舞われている。
質的転換答申で公にされた我が国の現状分析によれば、社会の活力の低下、
経済状況の厳しさの拡大、地域間の格差の広がり、日本型雇用環境の変容、
産業構造の変化、人間関係の希薄化、格差の再生産・固定化、豊かさの変
容、知識を基盤とする経営の進展、労働市場や就業状況の流動化、情報流
通の加速化、価値観の変化等により、「予測困難な時代が到来しつつある」
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と解されている。我が国が直面する課題、近未来に想定される状況につい
て、同様な分析が、様々な答申・報告でなされていることは周知のところ
である。この予測困難な社会状況の到来に備えて、社会が大学に期待する
ところには大きなものがある、と説かれる。ただし、市民は現状の大学の
在り方に満足していないこと、それどころか不満さえ抱いていることも事
実ある、と批判される。大学における教育改革が緊急を要するものである
ことが、繰り返し指摘され、しかも、質的転換答申は、現場の大学の主導
による教育改革に痺れを切らし、具体的な教育施策を提言することにより、
社会、企業と連携しながら国レベルによる指導・規制の下に、教育改革を、
まさに断行しようとする意図を明らかにする。
「今回の答申は、［･････］学士課程教育の質的転換のための方策を、各
大学が大学支援組織や文部科学省、地域社会、企業等と連携しながら、改
革サイクルの中で、着実に実行するための具体的な手立てを明確にしたも
のである」と説かれる。確かに、前回の学士課程答申以来、主体的な学び
の姿勢を涵養するための具体的な教育方策が数多く挙げられており、中教
審の姿勢の転換、つまり教育現場に係わる事柄については各大学の自律
性・自立性を尊重するという立場を取りながらも、遅々として進まない教
育改革の進行状況に危機感を抱き、助成金の配分や法制度の整備施行を足
枷に、現場の教育の直接的な指導に踏み出した感が否めない。平成10年に
公表された21世紀答申で大学の情報公開が要請され、その後、教育研究活
動、財務情報、自己点検・評価、シラバス・成績評価基準等の明示公表が
義務付けられ、さらに「大学ポートレート」（仮称）の公表が制度化され
る流れになっていることも、国主導のもとに、市民から理解を得られる大
学の在り方が問われていることをうかがわせるものである。また教育研究
等の活動状況と成果を公表・提供することは、国公私立の如何を問わず、
市民の教育にあたり、かつ研究成果を市民に還元すべき公共的な機関とし
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